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1１．はじめに

2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、再生可能エネルギー（以下、再エネという）の導
入量が拡大しています。

ただし、電気は大量に貯めることができないため、供給力が電力需要を上回る場合において、発
電量の調整をできる限り行い、それでもなお、供給力が電力需要を上回る場合に再エネ出力制
御による発電量調整を行っています。（当社エリアは、2022年4月以降実施）

再エネ出力制御は、社会的コスト全体を抑制しつつ、再エネの最大限の導入を進める上で必要
な措置です。

一方、再エネを出力制御することは社会的な損失であるため、当社としても再エネ出力制御の低
減に向けた取組を実施しています。

上記を踏まえ、本資料では「再エネ出力制御の必要性」と「当社の再エネ出力制御低減の取組
み」について、ご説明します。
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再エネの導入状況

再エネとは、石油、石炭、天然ガスといった有限な資源である化石エネルギーとは違い、永続的に利
用することができる太陽光、風力、水力、バイオマス等の非化石エネルギーを指します。

特に、太陽光・風力発電は、近年導入量が増加しており、2032年度には、当社エリアにおいて、
太陽光発電935万kW、風力発電149万kWの導入が見込まれます。

中国エリアの再エネ導入状況設備量[万kW]

年度末設備量

・・・

2023.12



4再エネの特徴

太陽光・風力発電は、気象状況に応じて出力が変動する特性を持っているため、天候により出力
が大きく異なります。

特に太陽光発電は、晴れた日では火力発電所11基分※1に相当する500万kW程度※2の電力を
発電しますが、曇りの日では半分程度に減少し、雨の日では1/5程度となります。

太陽光発電の発電量（イメージ）

発

電

量

12時

快晴 500万kW程度※2

⇒火力発電所11基分※1

※1 旧一般電気事業者の火力発電所の平均値：45万kW
※2 中国エリア内の合計値（2023年度現在）

曇り 250万kW程度※2

⇒火力発電所5.5基分※1

雨 100万kW程度※2

⇒火力発電所2基分※1

時間



5再エネ導入に関する課題

特に以下の出力変動は、再エネの導入拡大に伴い、課題が顕在化し、電気の品質に大きく影響
を及ぼす可能性があります。
①気象予測外れ（例 予報：曇り→実績：晴れ）による出力変動
②気象状況変化（雲の通過による一時的な陰り）による急峻な出力変動

前日の予想
⇒曇り

当日の天候
⇒晴れ
⇒雨

予想よりも
出力減少

①気象予測外れによる出力変動 ②気象状況変化による急峻な出力変動

曇りの日の太陽光発電量

雲の通過により
急峻に変動

太陽光発電 太陽光発電 太陽光発電

発
電
量

時間 時間 時間

発
電
量

発
電
量

予想よりも
出力増加
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調
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電
源

再エネの出力変動に対する対応（需給調整）

電気は大量に貯めることができないため、一般送配電事業者は、需要と発電量（供給力）が一
致するように調整をし、周波数を一定に保っています。これを需給調整と呼びます。

再エネの出力変動により需要と供給力のバランスが崩れた場合、周波数が変化します。
周波数は一定の範囲内に調整しないと、モータの回転数が変動し、製紙工場での製品の品質低

下等が生じることから、一般送配電事業者があらかじめ調整力として確保した火力発電等の電源
（調整電源）を活用し、需要と供給力を一致させます。

需給調整のイメージ（例：再エネ発電量が減少した場合）

60
＋ー

再
エ
ネ

基準値
に戻る

需要

60
＋ー

再
エ
ネ

再エネが減少

周波数が
低下

需要

60
＋ー

再
エ
ネ

需要

調
整
電
源

調整電源で
発電量を調整

非
調
整
電
源※

調
整
電
源

※非調整電源：一般送配電事業者があらかじめ調整力として確保していない火力発電等の電源

非
調
整
電
源※

非
調
整
電
源※

需要＝供給力 需要＞供給力 需要＝供給力



7供給力が需要を上回る場合の対応

太陽光発電の導入量が増加すると、需要が少ない時期に太陽光発電が高出力の場合、調整電
源を最大限活用しても供給力が需要を上回り、周波数を一定に保てなくなるおそれがあります。

この場合、電力広域的運営推進機関（広域機関）が策定した「優先給電ルール」に基づき、需
要と供給力のバランスを保ちます。

具体的には、①揚水動力、蓄電池の充電、非調整電源を抑制、②他エリアへの送電、③バイオマ
スの抑制を行ってもなお供給力が余剰となる場合、④再エネ出力制御を実施する必要があります。

また、太陽光・風力の出力制御を実施した場合、広域機関にて妥当性が検証されます。

需給調整のイメージ（例：再エネ出力制御が必要な場合）

60
＋ー

60
＋ー

再
エ
ネ

調
整
電
源

非
調
整
電
源

需要
最低
出力

60
＋ー

再
エ
ネ

需要

①揚水動力、
蓄電池の充電

②他エリアに送電

最低
出力

需要
再
エ
ネ

④再エネ出力制御

需要＝供給力需要＜供給力 需要＜供給力

①非調整電源
の抑制

③バイオマス
の抑制



8（参考）供給力が需要を上回る場合の抑制順序

供給力が需要を上回る場合、法令等※1であらかじめ決められた以下の「優先給電ルール」に基づ
き、調整を実施しております。

優 先 給 電 ル ー ル 具体例

１ 一般送配電事業者があらかじめ確保する調整力及び一般送配電事業者からオン

ラインでの調整ができる火力発電等の出力抑制及び揚水式発電機の揚水運転

旧一電の火力発電・
揚水発電 等
（調整電源）

２ 一般送配電事業者からオンラインでの調整ができない火力発電等の出力抑制
新電力の発電機 等
（非調整電源）

３ 連系線を活用した広域的な系統運用（広域周波数調整）
他エリアに送電
（協力ベース）

４ バイオマス専焼電源の出力抑制（地域資源バイオマス電源を除く） バイオマス専焼電源

５ 地域資源バイオマス電源※2の出力抑制

（燃料貯蔵や技術に由来する制約等により出力抑制が困難なものを除く）
廃棄物発電設備 等

６ 自然変動電源の出力抑制 太陽光・風力発電

７ 電気事業法に基づく電力広域的運営推進機関の指示

（緊急時の広域系統運用）

他エリアに送電
（広域機関指示）

８ 長期固定電源の出力抑制
水力、原子力発電

等

出

力

制

御

等

の

順

番

※1 「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則」および電力広域的運営推進機関の
「送配電等業務指針」（経済産業省が認可）

※2 地域に賦存する資源（未利用間伐材等のバイオマス、メタン発酵ガス、一般廃棄物）を活用する発電設備



9再エネ出力制御の必要性

前述のとおり供給力が需要を上回ると周波数が変動するため、再エネ出力制御を実施しなければ、
太陽光発電の導入量は太陽光発電の供給力が最大となっても需要を超えない設備量に限定する
必要があります。

他方、再エネ出力制御を実施すれば、需要と供給力を一致させることができるため、導入できる上
限を拡大することができます。太陽光発電の導入量を拡大することで、再エネ出力制御以外の時
間帯の再エネ発電量が増加し、火力発電量の減少ができます。

再エネ
抑制量

需要

太陽光発電

火力
発電

その他電源※

再エネ出力制御の実施なし

設備量

太陽光発電

最小需要の制約により、
再エネ発電量が増加できない

最小需要の日 その他の日

需要

太陽光発電

火力
発電

設備量

太陽光発電

再エネ出力制御の実施あり

再エネ発電量の増加
（火力発電量の減少)

増加
できる

増加
できない

その他電源※ その他電源※ その他電源※

※ 最大限抑制を実施した後の出力
最小需要の日 その他の日
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（参考）再エネの導入量が増加した場合の発電、出力制御の増加量

太陽光発電の導入量が増加した場合の発電量と出力制御量を以下のグラフに示します。
設備量が増加することにより出力制御量も増加しますが、一年を通して発電量の増加が見込めま

す。

太陽光発電の設備量が増加した場合の発電量、出力制御量

現状の
設備量

(721万kW)

凡例: 発電量 発電増加量 出力制御量

将来の
設備量

(935万kW)

一年を通して発電量の増加が見込める



11

１．再エネ出力制御の必要性

２．再エネ出力制御の実施方法

３．オンライン代理制御

４．再エネ出力制御低減に向けた取り組み

５．その他（参考）



12再エネ出力制御の実施方法

供給力が需要を上回り、再エネ出力制御が必要な場合は、以下の方法で実施します。
①電話およびメールで指示し、再エネ事業者が出力制御（オフライン制御※1）
②当社システムから通信回線を介して再エネ設備に指示し、自動で出力制御（オンライン制御）
オフライン制御は、再エネ事業者の対応時間を考慮して前日17時頃までに指示しており、再エネ

の気象予測外れによる出力変動を考慮して、抑制量を算定しております。

オフライン制御 オンライン制御

指示方法 電話およびメール システム連係

指示の締切時刻 前日17時頃まで 2時間前まで

出力制御の実施期間 原則、8時から16時※2 30分単位で出力制御

出力制御方法 再エネ事業者が対応 システムによる自動制御

システム運用者
当
社

再
エ
ネ
事
業
者

オフライン制御※1

オンライン制御

システムが
自動出力制御

事業者が
出力制御

抑
制

抑
制

再エネ出力制御の実施方法

出力制御指示

※1 2015年1月25日までに接続申込を行った500kW以上の事業者のみ適用

※2 季節によっては8時から17時



13（参考）太陽光・風力発電の出力制御対象と適用ルール（FIT契約）

オフライン制御が実施できる事業者は、2014年度までに契約申込をした事業者が対象となり、
2016年度以降に契約申込した事業者は、オンライン制御が必須となります。

その他、契約申込の時期により、無補償の出力制御回数が異なっています。

旧ルール 新ルール 無制限・無補償
出力制御機能付ＰＣＳの設置

（オンライン化）義務等
任意

（オフライン制御可）
設置義務あり※1

（オンライン制御）
設置義務あり

（オンライン制御）
設置義務あり

（オンライン制御）

出力制御
上限

(無補償)

太陽光
発電

契約申込の
受付日

2015年1月25日まで
2015年1月26日※2～
2015年3月31日※3

2015年4月1日～
2018年7月11日※4 2018年7月12日以降

500kW以上 年間30日

年間360時間

年間360時間 無制限
50kW以上
500kW未満 年間30日※5

（代理制御）10kW以上
50kW未満

年間360時間※5

（代理制御）

10kW未満 当面の間、出力制御対象外※6

風力
発電

契約申込の
受付日

2015年1月25日まで
2015年1月26日～

2017年3月6日
2017年3月7日※7 2017年3月8日※8以降

500kW以上 年間30日

年間720時間
年間720時間 無制限

20kW以上
500kW未満 当面の間、

出力制御対象外
20kW未満

※1 50kW未満については出力制御機器の設置義務なし
※2 FIT法施行規則が一部改正された日
※3 2015年1月26日より施行されたFIT法施行規則の一部を改正する省令における50kW未満の超過措置期間の終了日
※4 30日等出力制御枠の660万kWに到達した日(2018年7月12日以降は年間360時間を超えた無補償での出力制御に同意して頂くことが前提)
※5 2022年4月1日より出力制御の対象へ変更（経済的出力制御の導入と同時に出力制御対象を拡大）
※6 複数太陽光発電設備設置事業は10kW未満であっても、出力制御の実施対象とし、オンライン代理制御による出力制御を実施する。
※7 当社が指定電気事業者に指定された日
※8 30日等出力制御枠の109万kWに到達した日(以降は年間720時間を超えた無補償での出力制御に同意して頂くことが前提)



14（参考）再エネ出力制御のスケジュール

再エネ出力制御は、再エネ事業者の予見性を高めるため、3日前に出力制御の可能性を当社
ホームページ（以下、「ＨＰ」）に掲載し、前日までに出力制御の連絡を行います。

オフライン制御は、前日17時頃までに出力制御指示を自動電話・メール配信します。
オンライン制御は、最新の気象状況を踏まえ、実需給2時間前までに出力制御量を更新します。

３日前 17時頃 3日後の出力制御の可能性をＨＰに掲載

前日

14時頃
気象データ等を基に、翌日の需給バランス策定

長周期広域周波数調整

17時頃迄

電源Ⅲ・バイオマスへの出力抑制の前日要請

太陽光・風力発電のオフライン制御設備へ自動電話・メール配信
（オフライン制御設備に対する出力制御指示）

太陽光・風力発電設備に対し出力制御の実施内容をＨＰに掲載
（オンライン制御設備に対する出力制御指示）

当日

6時頃
気象データ等を基に、当日の需給バランス策定
（解除可能な場合、太陽光・風力への出力制御指示の一部解除）

実需給迄
太陽光・風力発電のオンライン制御設備へ出力制御情報を配信
（実需給２時間前想定を基に出力制御量を更新）

再エネ出力制御のスケジュール
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16オンライン代理制御（はじめに）

太陽光発電設備のうち、実際に制御を実施する出力制御には、現地で手動で制御を行う「オフラ
イン設備」と当社システムから通信回線を介して自動で制御を行う「オンライン設備」があります。

また、「オフライン設備」には実際に制御を実施せず、「オンライン設備」が代わりに出力制御を実施
し、後で金銭的に精算を行う設備（以下、「オフライン（代理）設備」）も存在します。

この実際に制御を実施しない「オフライン（代理）設備」の代わりに「オンライン設備」が出力制御
を実施し、後で金銭的に精算するFIT法令上の仕組みをオンライン代理制御（経済的出力制
御）と呼びます。

〇オンライン代理制御のイメージ

太陽光発電事業者

代理で出力制御
（発電を停止）

買取義務者

出力制御しない
（発電したまま）

小売電気事業者
もしくは

一般送配電事業者

発電なし

通常通り発電

代理制御分の対価を支払い

発電分の支払いなし
（出力制御を受けたものとみなす）

電気の流れ

お金の流れ
凡
例※ ＦＩＴ太陽光発電設備のみ



17オンライン代理制御（対象範囲）

オンライン代理制御の導入（2022.4～）により、 これまで当面の間は出力制御の対象外とされ
ていた旧ルール（10kW以上500kW未満）および新ルール（10kW以上50kW未満）の一部
の太陽光発電設備が、新たに出力制御の対象となりました。

〇オンライン代理制御の対象範囲

旧ルール 新ルール 無制限・無補償

発電出力 オンライン オフライン オンライン オフライン オンライン

500kW以上
実制御する

（本来分+代理分）
実制御する
（本来分）

実制御する
（本来分+代理分）

対象なし

実制御する
（本来分+代理分）

50kW以上
500kW未満

実制御する
（本来分+代理分）

実制御しない
（代理分）

10kW以上
50kW未満

実制御する
（本来分+代理分）

実制御しない
（代理分）

10kW未満 当面の間、出力制御対象外※

各種説明

実制御する（本来分+代理分）
当該発電設備の出力制御とオフライン設備の代理としての出力制御について当社からの出力制御指
示により実際に出力制御を行う。代理分について金銭的に補填（プラス）がある設備。

実制御する（本来分） 当該発電設備の出力制御について当社からの出力制御指示により、実際に手動で出力制御を行う。

実制御しない（代理分）
実際に出力制御は実施せず、後で金銭的な精算を実施することで出力制御を実施したと見做す。代
理分について金銭的に控除（マイナス）される設備

※ 複数太陽光発電設備設置事業は10kW未満であっても、出力制御の実施対象とし、オンライン代理制御による出力制御を実施する。



18オンライン代理制御（精算の流れ）

オンライン代理制御では、いったんは 「オフライン（代理）設備」及び「オンライン設備」がそれぞれ、
実際に発電し、供給した電力量に応じて、受給料金が支払われます。

代理制御実施月の３ヶ月後の月（精算実施月）に、当社で算定した一定の比率を用いて法令
上、発電したものとみなされた電力量を前提とする精算を実施します。

５月 ６月 ７月4月

検針

出力制御
（オンライン代理制御）

実施

５月検針 ７月検針

出力制御実績集約

検針データ実績集約 精算比率の算定・公表
（4月実施分）

翌々月分に代理制御分を反映し精算

・・・ ・・・ ・・・

代理制御実施月

〇４月にオンライン代理制御を実施した場合の精算スケジュール

精算対象月 精算実施月

・・・



19オンライン代理制御（精算比率）

当社は資源エネルギー庁ホームページで公表されている算定方法に基づき、精算比率を算定して
おります。

「オンライン設備」および「オフライン（代理）設備」のそれぞれの精算比率［%］を求めた上で、
当該精算比率をエリア全体の「オンライン設備」および「オフライン（代理）設備」の個々の前々
月計量の発電量［kWh］に一律に乗じることにより算定された電力量［kWh］（＝代理制御
調整電力量）を用いて精算することとなります。

項目 採録期間 計算方法 留意事項

①
オフライン（代理）制御事業者
代理制御時間帯の月間発電量

推計値
N-1月
暦月

代理制御を実施したオンライン制御事業者の制御量
（推計）の合計（→オフラインの発電量とみなす）

制御量＝
代理制御設備容量×日射量×換算係数

② オンライン制御事業者の制御量 推計値
N-1月
暦月

月間の太陽光オンライン設備実制御量(本来＋代理)
推計

制御量=
オンライン制御設備容量×日射量×換算係数

③
オフライン（代理）制御事業者の
制御量

推計値
N-1月
暦月

②＋「②で制御されなかった時間帯のオンライン設備発
電量(本来＋代理)推計」

②＋代理制御時間以外の制御時間の発電量
推計

④
オフライン（代理）制御事業者の
本来の月間制御量

推計値
N-1月
暦月

①×③÷②

⑤
オンライン制御事業者
全時間帯の総発電量実績

実績値
N月

検針期間
代理制御実施対象（当該月の代理制御の実施有無
に関わらず）の全ての月間発電量

検針日ベースで計算

⑥
オフライン（代理）制御事業者
全時間帯の総発電量実績

実績値
N月

検針期間
代理制御実施対象（当該月の代理制御の実施有無
に関わらず）の全ての月間発電量

検針日ベースで計算

⑦ オンライン制御事業者の精算比率 - 発電量に占める代理制御電力量の割合（①÷⑤）
小数第4位（百分率で小数第2位）とし、端数
処理は小数第5位で四捨五入。

⑧
オフライン（代理）制御事業者の
精算比率

- 発電量に占める代理制御電力量の割合（④÷⑥） 〃

〇精算比率の算定方法（資源エネルギー庁HP「なるほど！グリッド」 抜粋）

･･･代理制御実施月の出力制御実績等のデータを元に算定 ･･･精算対象月に採録した発電量実績

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/grid/08_seisan.html


20オンライン代理制御（料金精算）

受給料金の精算は、代理制御実施月の３カ月後の受給料金で実施しております。
オンライン発電設備・オフライン（代理）設備別※1に「精算比率」を算定し、精算対象月の受給

電力量に精算比率を乗じた電力量を2カ月後の受給料金支払い時に加算・減算いたします。

制御方法 項目 算定式

オフライン
（代理）設備

①当月受給料金 44.0［円/kWh］×600kWh＝26,400円

②代理制御調整金 44.0［円/kWh］×（400kWh×15.00%＝60kWh）＝2,640円

③支払金額（減額） 26,400円－2,640円＝23,760円（うち消費税 2,160円）

オンライン設備

①当月受給料金
26.4［円/kWh］×600kWh＝15,840円

②代理制御調整金
26.4［円/kWh］×（400kWh×2.00%＝8kWh）＝211円

③支払金額（増額） 15,840円＋211円＝16,051円（うち消費税 1,459円）

【前提】 数字はすべて仮の値

○オフライン（代理）設備
調達価格※2:44.0円/kWh（税込） 当月電力量:600kWh 制御月(2ヵ月前)電力量:400kWh 精算比率:-15.00％

○オンライン設備

調達価格※2:26.4円/kWh（税込） 当月電力量:600kWh 制御月(2ヵ月前)電力量:400kWh 精算比率:2.00％

※1 旧・新ルール別に精算比率を算定する場合があります。
※2 FIT制度における各種単価につきましては資源エネルギー庁のホームページをご参照ください。

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saiene/kaitori/fit_kakaku.html


21（参考）再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT制度）の仕組み

FIT制度は「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」により、
2012年7月1日から開始となりました。

FIT制度は太陽光や風力等の再生可能エネルギーによって発電された電気を法令で定められた価
格・期間で電力会社等が買い取り、買取りに要した費用を電気を利用するお客さまに、再生可能
エネルギー発電促進賦課金として、電気のご使用量に応じてご負担いただくことになっております。

買取を実施する電力会社等はこの買取に要した費用（代理制御調整金を含む）を費用負担調
整機関へ報告・申請を実施しております。

〇FIT制度とは・・・

※ 電力広域的運営推進機関のHP資料を基に作成。



22

１．再エネ出力制御の必要性

２．再エネ出力制御の実施方法

３．オンライン代理制御

４．再エネ出力制御低減に向けた取り組み

５．その他（参考）



23国の再エネ出力制御低減に向けた取り組み（供給面等）

発電費用ゼロの再エネを出力制御することは社会的な損失であるため、国は審議会で「出力制御
対策パッケージ」を取りまとめ、当社もそれに基づき、再エネ出力制御低減に向けた様々な取り組み
を実施しております。

一般送配電事業者は、供給力面での対策として①オンライン化の推進や②③火力発電の出力引
き下げの取り組みが求められております。

出力制御

揚水発電

太陽光

風力

火力、バイオマス（最低出力）

原子力、地熱、水力

揚水運転
需要

供給面での対策 ① 再エネ発電設備のオンライン化の更なる推進等

② 新設火力発電の最低出力引下げ、既設火力発電への同基準遵守協力要請
③ 出力制御時の他エリアでの非調整電源の出力引下げ
④ 火力等発電設備の運用高度化

系統対策（系統増強）

① 連系線の運用見直し等による域外送電量の拡大（再エネを対象に電制電源を拡大）［補助金］

② 地域間連系線の更なる増強による域外送電量の拡大（北海道～東北～東京、中地域、関門）

出典：2023年12月6日第49回系統ワーキンググループ 資料引用

一般送配電事業者
が取り組む項目

⑤ 水力発電を活用した出力制御量の抑制［補助金］

⑥ 電力市場の需給状況に応じた再エネの供給を促すFIP制度の
更なる活用促進



24（参考）国の再エネ出力制御低減に向けた取り組み（需要面）

国は、需要面に対しても家庭部門・産業部門のそれぞれに対し、予算による支援を講じつつ、制度
面での環境整備も行うことで、出力制御時間帯の需要家の行動変容、それによる余剰再エネ利
用を促しています。

① 家庭用蓄電池・ヒートポンプ給湯機の導入を通じた需要の創出・シフト［補助金］

② 機器のDR Ready化
③ 需要側のリソースの活用に向けた消費者の行動変容の促進［行動変容］

① 系統用蓄電池・水電解装置の導入を通じた需要の創出・シフト［補助金］

② 事業者用蓄電池の導入や、事業者所有設備への通信制御機器の設置の支援等［補助金］

③ 電炉等の電力多消費産業におけるDRの推進［行動変容］

④ 電力の供給構造の変化に合わせた電力多消費産業の立地誘導・需要構造の転換

［家庭部門］
(低圧)

［産業部門］
(特高・高圧)

需要面での対策 出典：2023年12月6日第49回系統ワーキンググループ 資料引用



25当社の再エネ出力制御低減に向けた取り組み

当社は、国が取りまとめた「出力制御対策パッケージ」を踏まえ、以下の再エネ出力制御量低減に
向けた取り組みを実施しております。

項目 取組み内容 目的・効果

①火力発電所に
おける最大限の
出力抑制

・新設火力の最低出力を現行の
50％から30％に引き下げ。

・既設火力の最低出力引き下
げ協議を実施。

・再エネ出力制御時における
火力発電量の減少させ、再
エネ発電量の増加。

・他エリアのために中国エリアの
非調整電源を抑制。

・他エリアの再エネ出力制御
量の低減に貢献。

②太陽光発電の
予測精度向上

・再エネ出力予測精度向上に向
けた様々な取り組みを実施。

・適切な再エネ出力制御量を
算定。

③オンライン化の
推進

・オフラインで制御する事業者に
対して、制御のオンライン化を
要請。

・再エネ出力制御する時間帯
の減少。

④託送料金
メニューの見直し

・ピークシフト割引等の適用時
間帯を拡大。

・お客さまが昼間帯の需要の
創出するための後押し。

再エネ出力制御低減に向けた取り組み一覧



26①火力発電所の最大限の出力抑制

火力発電所の最低出力について、「出力制御対策パッケージ」で以下のとおり整理されています。
 電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン（以下、ガイドライン）における最低出力

について、2024年度を目途に、火力発電は現行の50%から30％に引き下げる。
 既設火力についても、基本的に新設の場合と同様の基準の遵守を求める。

これを踏まえ、当社は以下の対応を実施しております。
 現行のガイドラインにおける火力発電所の最低出力50%を超過している事業者8社に対して、

最低出力の引き下げ協議を実施。うち7社と引き下げ等に合意。
 大規模な発電事業者に対して、最低出力30%までの引き下げ協議を実施。

【2024年3月11日第50回系統WG資料から作成】

最低出力の引き下げの協議状況

需要 需要
再
エ
ネ

再
エ
ネ

最
低
出
力

最
低
出
力

調整電源

非調整電源 最低出力を
引き下げ

最
低
出
力

最
低
出
力

再エネ
出力制御

出力制御
の低減

最低出力引き下げによる出力制御低減のイメージ

※1. 蒸気供給等制約により引下げ困難。自家発事業者含む。
※2. ()値は，協議後も%区分に変化は無いものの，引き下げが実施された事業者の内数

事業者1：協議前59.8% ⇒ 協議後51.8% 事業者2：協議前71.0% ⇒ 協議後69.1％
※3. 確認試験結果を踏まえ、協議中。

2022年度末時点 事業者数

定格出力50%超過 8

定格出力30～50% 9

定格出力30%以下 0

逆潮流０ 11

第50回系統WG時点 事業者数

定格出力50%超過 3(2)※1、2

定格出力30～50% 10

定格出力30%以下 1

逆潮流０ 13

確認試験予定 1※3

60
＋ー

60
＋ー



27①他エリアの需給バランス改善のための非調整電源の抑制

他エリアの再エネ出力制御が必要な場合、中国エリアの非調整電源を抑制し、他エリアの再エネ
出力制御量を低減する運用を2023年12月より開始しております。

具体的には、前日に広域機関がエリア間の融通調整（長周期広域周波数調整）を実施する際、
非調整電源の抑制量を考慮して広域機関が融通量を調整します。

現在、早急に運用を開始するため、暫定的に大規模な発電事業者※に対して協力を依頼しており
ますが、2025年度までにすべての事業者を対象とするため、今後契約の見直しを行う予定です。

他エリアのための非調整電源抑制のイメージ

※中国電力等の旧一般電気事業者、電源開発、JERA

60
＋ー

60
＋ー

需要 需要

Aエリア Bエリア

60
＋ー

60
＋ー

需要
需要

Aエリア Bエリア

再
エ
ネ

再
エ
ネ

再
エ
ネ

再
エ
ネ

最
低
出
力

最
低
出
力

最
低
出
力

最
低
出
力

最
低
出
力

最
低
出
力

最
低
出
力

最
低
出
力

調整電源

非調整電源

非調整電源 調整電源

非調整電源
を抑制他エリアに送電



28②太陽光発電の予測精度向上

出力制御指示は、オフライン制御であれば前日、オンライン制御であれば2時間前の電力使用量や
再エネ出力の予測値に基づき、再エネ出力制御量を算定しています。

必要最低限の再エネ出力制御量となるよう、主に太陽光発電予測値の精度向上に向けて、以
下の取り組みを実施しております。

日射量データの地理的粒度の細分化
20㎞メッシュ
(約200地点)

1㎞メッシュに細分化
(約13,000地点)

スマートメータ等の実績を予測モデル
のパラメータ見直しに活用

複数の気象モデルの活用

出典：2021年9月22日第65回 調整力及び
需給バランス評価等に関する委員会資料

太陽光予測モデル

日射量・設備量等の諸元

出力予測

スマートメータ
等実績

比較

パラメータ見直し



29③オンライン化による出力制御量の低減

 太陽光・風力発電所の出力制御方法は、一般送配電事業者が電話等により通知して事業者が
ハンド対応で実施するオフライン制御※とシステムにより自動で制御するオンライン制御があります。

 オフライン制御は、再エネ事業者の対応時間を考慮して前日に指示し、当該日にあらかじめ決め
ている固定の時間に発電を停止します。

 オンライン制御は、当日2時間前に制御量を確定し、必要な時間帯（30分単位）で自動制御
することが可能であり、前日断面よりも確度の高い需給予測に応じた柔軟な調整により、再エネ出
力制御量の低減が見込めます。

 そのため、オフラインで制御する事業者に対して、オンライン化を要請しています。

時間 時間

発電量 発電量

固定時間 需給上必要な時間
（当日の需給状況により変動）

【オフライン発電所の出力制御イメージ※】 【オンライン発電所の出力制御イメージ】

出力制御
出力
制御

発電分 発電分

※2015年1月25日までに接続申込を行った500kW以上の事業者のみ適用



30（参考）再エネ発電設備のオンライン化

再エネ出力制御を低減するため、当社から再エネ発電事業者に対して、オンライン化の案内を行い、
オンラインの推進をしております。

2024年3月11日第50回系統WG資料



31④託送料金メニューの見直し

出力制御の高い時間帯への需要移行を後押しするため、ピークシフト割引※1および自家発補給
電力に係る特別措置※2の適用時間帯を拡大する見直しを行いました。

※１：昼間時間から夜間時間への負荷移行した結果により、１年を通じての最大需要電力が夜間時間に発生する場合で、当社との協議がととのっ
たときに適用する割引。

※２：当社があらかじめ指定する時間帯（当社が、出力抑制の可能性または出力抑制の要請を公表した場合における当該抑制の時間帯）に、
契約電力のうち自家発補給電力相当分を締結している供給地点で自家発補給電力相当分を使用する場合に、当該供給分に相当する基
本料金を半額とする措置。 接続送電サービス料金の割引き例

（契約内容）L側契約電力：1,000kW（うち自家補相当分：500kW）
（割引方法）自家補相当分500kW÷２×基本料金

※自家補との差分500kWは、通常通り満額請求となる。



32まとめ

再エネ出力制御の必要性と当社の再エネ出力制御低減の取り組みを紹介しました。
今後、再エネ導入拡大に伴い、再エネ出力制御が増加する見込みですが、必要最低限となるよう

に、さらなる低減策についても検討してまいります。
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１．再エネ出力制御の必要性

２．再エネ出力制御の実施方法

３．オンライン代理制御

４．再エネ出力制御低減に向けた取り組み

５．その他（参考）



34（参考）再エネ導入拡大の必要性

国は、2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、S+3Eを前提に電源構成を変更していく方針
を示しております。

再エネは、温室効果ガスを排出しない脱炭素エネルギー源であるとともに、国内で生産可能なことか
らエネルギー安全保障にも寄与できる重要な国産エネルギー源のため、導入を拡大していく必要が
あります。

エネルギーの安定供給を確保するため、エネルギー供給
の多層化（エネルギーミックス）
エネルギー自給率の向上（原子力、再エネの導入）

エネルギー安定供給および環境負荷の低減を実現したうえで、需
給運用の効率化等によるエネルギーコスト低減の実施
（例）発電費用ゼロである太陽光風力の出力増加

太陽光や風力の出力変動に備えた調整力コストの低減

カーボンニュートラルの実現に向けた脱炭素電源（再エネ、原子
力、蓄電池等）の導入推進

安全性
Safety

安定供給

環境適合

経済
効率性

エネルギーの安定供給（Energy Security）

環境適合（Environment）

経済効率性（Economic Efficiency）

国のエネルギー政策（S+3E）の考え方



35（参考）日本の電源構成の推移

日本の電源構成の割合は、2012年固定価格買取制度の開始以降、再エネが増加しています。
政府目標として2030年に、水力を含む再エネを36～38％まで増加させ、火力発電を41％に減

少させる目標を掲げています。

出典：2023年12月18日第54回 基本政策分科会 資料一部加工

減少

増加
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雲の通過等の気象状況の変化による急峻な出力変動に対しては、一つの調整電源では、再エネ
出力の変動を補完することができず、周波数が大きく変動するおそれがあるため、複数の調整電源
をあらかじめ運転させ、対応する必要があります。

再エネの出力変動に対する調整イメージ

発
電
量

太陽光発電

（参考）再エネの急峻な出力変動に対する対応

需
要
量
・
発
電
量

太陽光発電の
急峻な出力変動

需要

火力①

火力②

火力③

揚水発電

太陽光発電の急峻な
出力変動に対して、
複数の発電機で調整

時間
時間
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需要が40の時に、太陽光発電が8減少した場合 周波数への影響

①

②

（参考）調整電源の運転の考え方

以下の表は調整電源の運転を①必要最低限の運転②再エネの出力変動に備えて余力を確保し
て運転の２パターンの周波数への影響を示しています。

①は太陽光発電が減少したときに供給力が足りず、周波数が低下するため、②のように調整電源
に余力を持たせることで、太陽光発電が減少しても周波数を一定に保つことができます。

太陽光

20

A B ＤC

出力

定格
出力

1010 停
止

停
止

調整電源

太陽光の出力が減少した場合、
調整電源を出力増加

周波数が低下し、最悪の場合、
大規模停電（ブラックアウト）

太陽光の出力が減少した場合、
出力増加させる発電機がいない

周波数が一定に保たれる

太陽光

12

A B ＤC

出力

定格
出力

1010 停
止

停
止

調整電源

>

太陽光

20

A B ＤC

出力

定格
出力

77

調整電源

3 3

太陽光

20

A B ＤC
定格
出力

1010

調整電源

=
12

4 4

余力を確保する
ために運転

=


